
 

平成 23 年度土壌汚染対策基金事業計画書 

 

基本方針 

土壌汚染対策法に基づく指定支援法人として、アンケート調査の実施や相談業務を行

い、助成案件の採択への努力やセミナーの拡充及び普及・啓発活動の充実を図り、土壌

汚染対策基金のより一層の活用に努める。 

 

事業計画 

１．助成金交付事業 （平成 23 年度予算額 35,599 千円） 

土壌汚染対策基金の活用に関するアンケート調査を実施し、その結果やセミナー等

での出張相談を積極的に実施し、助成案件の発掘に努め、新たな助成案件を掘り起こ

し助成を行う。 

また、平成 22 年 4 月より施行されている改正土壌汚染対策法では基金からの助成金交

付の要件が一部緩和されたことも含め、土地所有者等と自治体を対象に個別に要件や申

請方法等を記載したパンフレットを作成し広く普及を行う。 

 

 

２．照会・相談事業 （平成 23 年度予算額 2,995 千円） 

引き続きメールによる助成相談を行うとともに、具体的な相談を推し進めることから、

専門相談員の出勤日を HP 等で公表し、直接電話による相談や事務所においての相談に

ついても積極的に対応する。 

また、昨年度に引き続き、地方において出張相談を行い、当協会事務所においての

相談を行い業務の充実を図り、助成案件の採択に繋げる。 

 

 

３．リスクコミュニケーション業務 （平成 23 年度予算額 33,973 千円） 

 土壌汚染対策法及びリスクコミュニケーション、土壌環境について広く一般の方に対し

て普及を行うため、以下の事業を実施する。 

 (1) 土壌汚染対策セミナーの開催 （平成 23 年度予算額 5,300 千円） 

   昨年度に引き続き、環境省との主催で、広く事業者及び一般向けに平成 23 年 7 月～

平成 23 年 10 月をめどに行う。セミナー内容については、昨年度セミナー参加者を対

象に行った会場アンケート結果等を元にプログラム等を検討し実施する。なお、各会

場において当協会から助成及び支援事業の説明を行う。 

 

 



 (2) セミナー等への講師派遣 （平成 23 年度予算額 1,243 千円） 

   地方自治体及び企業、団体等主催の土壌汚染対策法及び土壌環境全般並びにリスク

コミュニケーションに関するセミナーやイベント等へ講師を派遣する。また、当協会

から助成申請及び支援事業の説明時間をいただき、土壌環境の普及・啓発と基金の活

用の促進を図る。 

 

 (3) パンフレットの制作 （平成 23 年度 18,505 千円） 

   『搬出汚染土壌管理票のしくみ』『土壌汚染に関するリスクコミュニケーションガイ

ドライン』等の改訂版の作成及び必要に応じて当協会で作成したパンフレットの増刷

を行い、広く配布し、普及・啓発を図る。 

   作成したパンフレットについてはアンケートを実施し、読者のニーズを把握し改訂

及び新規作成パンフレット作成時の参考とする。 

 

 (4) 環境イベント等での普及啓発 （平成 23 年度 5,250 千円） 

   土壌関連のイベント等で土壌汚染対策基金と助成業務を説明したパネル、土地所有

者等と自治体を対象に作成した助成関連のパンフレットを使用し広く PR を行う。また、

会場ではアンケートを実施し助成業務の今後の参考とする。 

   環境関連のイベント等で当協会作成のパンフレット等を配布し、土壌環境全般の普

及啓発を実施し、一般の方の土壌環境に関する認識及び関心について把握する。 

 

 (5) ホームページの充実 （平成 23 年度 3,675 千円） 

一般向けの土壌環境全般についての解説や土壌汚染対策法及び土壌環境に関するＱ

＆Ａ等内容を充実する。 



平成23年度収支予算
予算額 前年予算額 増　減 備　考

（土壌汚染対策基金勘定） 　　　千円 　　　千円 千円

Ⅰ事業活動収支の部

　1. 事業活動収入
　　(1)  出えん金等収入 72,824 76,500  3,676
　　土壌環境保全対策出えん金収入 72,824 76,500  3,676

　　(2)  特定資産運用収入 11,641 11,000 641
　　土壌汚染対策基金利息収入 11,641 11,000 641

　　事業活動収入計（Ａ） 84,465 87,500  3,035

　2.投資活動収入

　　(1) 特定資産取崩収入 1,497 0 1,497
　　　土壌汚染対策基金取崩収入 1,497 0 1,497

　　投資活動収入計（Ｂ） 1,497 0 1,497

　3.事業活動支出

　　(1)  事業費支出 85,962 54,630 31,332
　　1)助成金交付費支出 35,000 4,500 30,500
　　2)助成金交付附帯事務費支出 599 130 469
　　3)相談・普及啓発事業費支出 50,363 50,000 363
　　　①相談業務 2,995 3,177  182
　　　②リスクコミュニケーション業務 33,973 33,290 683
　　　　内　土壌汚染対策対策セミナー開催費 5,300 9,413  4,113
　　　　　　セミナー等への講師派遣費 1,243 732 511
　　　　　　パンフレットの制作費 18,505 21,150  2,645
　　　　　　環境イベント等での普及啓発費 5,250 0 5,250
　　　　　　ホームページの運営費 3,675 1,995 1,680
　　　③管理費 13,395 13,533  138

　　事業活動支出計（Ｃ） 85,962 54,630 31,332

　4.特定資産取得支出 0 32,870  32,870
　　(1)  土壌汚染対策基金取得支出 0 32,870  32,870

　　投資活動支出計（Ｄ） 0 32,870  32,870

　当期収支差額（Ｃ）　（Ａ＋Ｂ－Ｃ-Ｄ） 0 0 0




